
１ 訪日外国人旅行者拡大に向けた新たな支援制度の創設

２ 国際線の受入れに必要な体制確保に対する支援の継続

国への提案事項

国が目標とする2030年の訪日外国人旅行者6,000万人

の達成に向けては、国際線就航による地方イン・地方アウト

の誘客促進が重要であることから、地方空港の国際線の

新規就航等を促進する支援制度を創設すること。

令和５年度に新たに創設されたグランドハンドリング

事業者等に対する支援制度について、

令和８年度以降も継続すること。【再掲】

また、今後航空燃料の不足が新規就航や増便等に

影響を与えないよう、安定的な確保のための支援を

継続すること。

４ 社会資本整備の推進

（７）観光・交流の拠点となる空港機能の強化
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３ 能登半島地震を踏まえた広島空港における耐震対策の実施

国への提案事項

【提案先省庁：国土交通省】

能登空港と類似する盛土で造成された広島空港において、地震により、滑走路等の

亀裂や段差などの事象が生じることのないよう、国において進められている盛土部分の

土質調査結果を踏まえ、必要な耐震対策を早急に実施すること。

４ 社会資本整備の推進
（７）観光・交流の拠点となる空港機能の強化
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【訪日誘客支援空港制度】

○ 広島空港は、平成29年７月に「訪日誘客支

援空港」に認定され、この制度を活用し、路線

の就航時に国と連携して航空会社に支援を行

うことで、平成29年10月のシンガポール線、令

和元年12月のバンコク線、令和５年7月のソウ

ル線の就航が実現した。

○ 令和４年度から復便路線も支援対象となっ

たことを受け、この制度を活用し、令和５年度は

大連・北京線や上海線の運航が再開した。

【訪日誘客支援空港制度】

● 地方空港における国際線の復便や新規就航

等の後押しとなっていた当該制度は、支援額の

上限や復便路線の支援期間が設定され、さら

に、令和５年度で終了となった。

● 一方で、国の目指す2030年の訪日外国人旅

行者数6,000万達成に向けては、国際線就航に

よる地方イン・地方アウトの誘客促進が重要であ

るが、燃料費の高騰及び全国的な空港人材の

不足を背景とした人件費アップ等により、

事業者における空港業務の受託経費が上昇、

引き続き、運航コスト増加が航空会社の大きな

負担となっている。

課 題現状/広島県の取組 課 題

４ 社会資本整備の推進
（７）観光・交流の拠点となる空港機能の強化
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【国際線受入れに必要な人材等の確保】

○ 今年度から空港業務体制強化支援事業

を活用し、グランドハンドリング事業者に対し
て、応援派遣に要する経費の支援を行って

いる。 【再掲】

○ 空港運営会社が実施している「広島空港

合同採用説明会」の開催情報の県雇用労
働情報サイトへの掲載、地元市（三原市、東
広島市）と連携した求人情報の周知など、人

材確保に向けた取組を行っている。 【再掲】

【能登半島地震を踏まえた耐震対策の実施】

○ 令和６年能登半島地震では、耐震対策不
要とされていた能登空港において、滑走路

等に大きな亀裂や段差が発生した。

〇 能登空港は盛土で造成された空港であり

、盛土部分が揺れによって沈下したことによ
り、亀裂や段差が生じたと想定されている。

〇 このため、国において、令和６年度補正予

算により、広島空港の盛土部分の土質調査

が実施される予定となっている。

【国際線受入れに必要な人材等の確保】

● 国際線復便が進む中、全国的に空港での保安検

査要員やグランドハンドリング要員の人材不足が続い
ており、特に地方空港での国際線受入環境が厳しい

状況が続いている。【再掲】

● 広島空港でも、グランドハンドリング等空港業務に

必要な人材が確保できず、復便、増便が遅れている
路線がある。【再掲】
● さらに、今後航空燃料の不足が、新規就航や増

便に影響を与えないよう、安定的・継続的な燃料確
保が必要である。

【能登半島地震を踏まえた耐震対策の実施】
● 緊急物資等輸送拠点としての機能確保や航空

ネットワークの維持等に向けて、能登空港と類似する

盛土で造成された広島空港において、同様の事象が

生じる可能性について検証し、必要な耐震対策を実
施する必要がある。

課 題現状/広島県の取組

４ 社会資本整備の推進
（７）観光・交流の拠点となる空港機能の強化
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